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合計 1596社 450社 28.2%
依頼先数 回答数 回答率

製造業 357社 127社 35.6%

建設業 287社 85社 29.6%

卸売業 288社 72社 25.0%

小売業 253社
依頼先数 回答数 回答率

61社 24.1%

不動産業 119社 34社 28.6%

サービス業 292社 71社 24.3%
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通
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造
業

業
況
は
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来
期
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の
見
通
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資
金
繰
り
D
I
・
人
手
過
不
足
D
I

資金繰りDIは▲6.6（前期▲3.0）で悪化、人手過不足DIは
▲32.2（前期▲33.1）で「不足」超となりました。来期は資金
繰りＤＩが横ばい。人手過不足DIは「不足」超の見通しです。

10
年
間
の
推
移（
価
格
D
I
）

価格は仕入価格DIが56.7（前期58.4）で横ばい、販売価
格DIが24.4（前期30.5）でやや低下しました。来期は仕入
価格DIが低下、販売価格DIが横ばいの見通しです。

10
年
間
の
推
移（
業
況
D
I
）

業
況
Ｄ
Ｉ
の
推
移

全業種の業況DIは▲8.9（前期▲12.2）でやや改善しました。
内訳は製造業が▲18.9（前期▲14.5）非製造業が▲5.0
（前期▲11.3）となっています。来期もやや改善の見通しです。

売
上
額
D
I
・
収
益
D
I（
前
期
比
）

売上額DIは▲2.6（前期▲9.8）でやや改善、収益DIも▲
7.3（前期▲15.9）でやや改善となりました。来期は売上
額DI、収益DIともに改善の見通しです。

10
年
間
の
推
移（
業
況
D
I
）
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益
Ｄ
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前
期
比
）

売
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善
、
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益
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I
は
改
善

経
営
上
の
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題
点

人
手
不
足
に
加
え

材
料
価
格
の
上
昇
が
課
題

資
金
繰
り
Ｄ
Ｉ

資
金
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り
D
I
は
悪
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D
I

材
料
価
格
D
I
は
や
や
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、
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格
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下

10
年
間
の
推
移（
業
況
D
I
）

調査時点／2024年8月15日～9月5日
調査依頼先／当庫取引先
調査方法／郵送調査
調査対象期間／［今期］2024年７月～９月
　　　　　　　［前期］2024年４月～６月
　　　　　　　［来期］2024年10月～12月
分析方法／「増加」（上昇）したとする企業の
占める構成比と、「減少」（下降）したとする企業
の構成比との差（DI）により分析を行った。
※DI：Diffusion Index（ディフュージョン・インデックス）
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今回のアンケート調査は、全国的な猛暑や台風といった季節的要因に加え、地震の発生などの影響
を受けるなかでの実施となりましたが、今期の全業種業況DIは▲8.9の前期比3.3ポイントプラスと
なり、全体の業況判断としてはやや改善となりました。好調なインバウンド需要に加え、自然災害に
備えた食品備蓄や防災関連用品の需要拡大なども影響したものと思われます。今後については
プラス要因として、継続的な賃金引き上げによる個人消費の拡大、企業においては、ＩＴ関連の投資
需要の増加が見込まれます。一方、マイナス要因としては、物流コストの増加や慢性的な人手不足
などがあります。全体的には緩やかな回復基調にあると思われますが、米大統領選の行方などの
政治的要因や、市場金利や為替レートの推移などについては今後も注目していく必要があります。

お客様の声
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売上の停滞・減少

49.6原材料高

35.4

人手不足 33.9

人件費の増加

工場・機械の狭小・老朽化 18.9

33.9
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材料価格の上昇

下請の確保難

売上の停滞・減少

人件費の増加
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領
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挙
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米
中
貿
易
摩
擦
勃
発
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消
費
税
10
％
へ

3月

国
内
で
新
型
コ
ロ
ナ
大
流
行

4月
新
型
コ
ロ
ナ
緊
急
事
態
宣
言
発
令

●為替に左右されない景気の
回復が企業にもたらされればあ
りがたい。（尼崎市・建設業）

●規模の小さな工務店は、お客
様に対するデジタル化やキャッ
シュレスの対応は厳しい面がある。
（宝塚市・建設業）
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●最低賃金の大幅な引き上げによ
るコスト増加に中小企業はついてい
けない。（尼崎市・製造業）
●当社は借入金のリスケ中で資金
繰りに対する慎重な対応が続いてい
る。経営改善に対する具体的な対策
を模索する中、金融機関との連携を
強化しながら経営の安定に努めたい。
（尼崎市・製造業）
●売上は好調であるが仕入価格が
1.5倍になっている。粗利は横ばい
の状況。（大阪市・製造業）
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お客様の声

●日本経済が衰退する一方
で最低賃金が上がり苦しい状
況が続いている。国が支援し
ない限り中小企業は厳しい状
況が続くと予測される。
（尼崎市・飲食業）
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▲
見
通
し

6.9

0.0

18.1

●為替が円安のため、生産地シフ
トによるコスト削減が予定通り進
んでいない。生産数量の削減など
で対応している。（大阪市・小売業）

●コメが品薄で流通がストップし
ている。季節の変わり目で販売す
る商材がないのがつらいところ。
（宝塚市・小売業）

●ここ数年で時代の変化をいろい
ろなシーンで感じる。時代に適した
商売を考えながら経営に活かして
いきたい。（尼崎市・卸売業）

●ペット用品の卸売業であるが、
売上は厳しい。（芦屋市・卸売業）

お客様の声

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

前期

今期

見通し

22.3

収益

料金価格



原材料価格の高止まりなどマイナス要因が中小企業の経営を圧迫する一方で、インバウンド需要の回復や賃上げ実施による消費マインドの
改善などプラス要因もでてきています。このような、経営の舵取りが非常に難しい状況の中、貴社では様々な対策をされていると思います。
今回、貴社の今期の見通し、抱えている課題などについてアンケート調査を行いますので、ご協力お願いいたします。   

貴社の今期（2024年）の見通し、経営課題について

調査時期／2024年8月15日～9月5日　　調査対象企業数／1596社　　有効回答数／433社　　有効回答率／27.1％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

Q1
貴社の今期決算予想（対前年比較）をお聞きします。

Q2
貴社は今期どのような取り組み（予定を含む）を
行っていますか。　※1つ選択

Q3
貴社が直面する現在の経営上の課題は何ですか。 貴社が経営上の課題を解決する際に阻害要因と

なるものは何ですか。　※最大2つ選択Q4

特別
調 査
2

Q5
中小企業の経営を取り巻く環境が厳しい中、どのような支援サービスを期待しますか。　※最大2つ選択

29.6%
手数料が高い

25.2% 20.5% 17.0% 27.4%
不満などはない

わからない

減収／減益

減収／増益

増収／減益

増収／増益

0 20 40

29.8% 71.7%

24.0%

22.6%

急速に進展するデジタル技術やキャッシュレス決済は、事業の効率化や競争力の向上に寄与するとされています。特に中小企業においては、これら
の導入が経営の安定や成長に大きな影響を与えると考えられています。しかしながら、実際の導入状況や課題、またそれに対する考え方は企業ごとに
異なるものと思われます。今回は中小企業における、デジタル化やキャッシュレス化の現状についてアンケートを実施いたしました。

中小企業におけるデジタル化とキャッシュレスへの対応について

調査時期／202４年8月15日～9月5日　　調査対象企業数／1596社　　有効回答数／422社　　有効回答率／26.4％　　※四捨五入の関係で構成比の合計が100にならない場合があります。

特別
調 査
1

Q1
貴社では、事業上の情報収集・情報発信等において、
パソコンやスマートフォン等でインターネットを利用
していますか。　※1つ選択

また、事業上で電子メールを利用していますか。　※1つ選択　

また、新紙幣導入を機にキャッシュレス支払手段を導入または強化
しましたか。　※1つ選択

Q2

Q3
７月に実施された新紙幣の発行に伴い、貴社では何ら
かの対応（設備投資など）を実施しましたか。※1つ選択

取引先や顧客との決済にあたって、現在、どのような
キャッシュレス支払手段を活用していますか。主に活
用しているキャッシュレス支払手段をお答えください。　

Q4

Q5
Q4で挙げたキャッシュレス支払手段について、導入している方は感じている不満を、
導入していない方は導入していない理由をお答えください。　※最大3つ選択

夜間や休日でも利用できる

社内全体のIT化・事務負担軽減

パスワード管理等操作が面倒

セキュリティに不安がある

利用する機会がない

インターネット利用環境がない

残高管理が容易である

金融機関の店舗に行く必要がない

契約しているがほぼ使っていない

金融機関職員が訪問するから不要

利用しており、
自社ホームページも開設

利用しているが、
自社ホームページは未開設

利用していないが、今後利用したい

利用していないが、今後利用したい

利用することは考えていない

20.6%

1.9%

0 20 40 60 80 100

73.0%

4.5%

利用している

利用することは考えていない

1.9%

0 20 40 60 80 100

92.6%

5.5%0.9%

対応の必要性を感じているが、
まだ対応していない

対応した

対応の必要性を感じていない

5.7%

5.0%

0 20 30 50 70 9010 40 60 80 100

89.3%

新たに導入した

既に導入済みで強化はしていない

導入していない

1.7%
28.7%

既に導入済みでさらに強化した 4.7%

0 20 30 50 7010 40 60 80

64.9%

0 20 40

11.9%
19.3%
18.6%

0.5%

35.1%
2.1%
2.4%
2.9%
4.5%

2.6%

受注量の確保

人材の確保・育成

仕入価格上昇分の価格転嫁

資金調達

経営ノウハウの承継

後継者問題

研究開発・新製品開発

特になし

その他

0 20 40 60

15.6%

5.7%
9.9%
6.4%

6.9%

2.5%

従来からの本業に集中している

本業の見直しを図っている

新事業に転換した（本業は廃止）

本業に加え、新たな事業に
取り組んでいる（主力は本業）

本業よりも、新たな事業に比重を
移行した（主力は新事業）

本業の譲渡、廃業を検討している

その他

0 40 6020 80

9.9%

15.6%

0.0%

0.7%

1.1%

デビットカード
3.6%

ＱＲコード決済
10.9%

電子マネー
（交通系・流通系）
6.2%

プリペイドカード
1.4%

デジタル通貨
（地域電子通貨・暗号資産）
1.0%

電子記録債権
（でんさい等） 
30.9%

その他
3.1%

活用していない・関係ない
24.7%

11.8%

11.8%

貴社ではインターネットバンキングを利用しています
か。契約している方は契約している主な理由を、契約
していない方は契約していない主な理由をお答えく
ださい。　※1つ選択

クレジットカード

37.1%

口座振替（自動引落）
サービス

48.7%

40.2%

21.2%

初期費用
が高い
5.8% セキュリティが不安

キャッシュレスに
対応していない取引先がある

災害や障害時に
利用不能になる

業界団体、同業他社からの
支援（業界情報の提供等） 決済手段が多すぎて

何を使うべきかわからない
6.3% 現金化までに

時間がかかる
12.6%

個人情報などのデータ管理が煩雑
8.2%

わかる人がいない
6.0%

※1つ選択

※最大2つ選択

61.3%
政府、地方公共団体からの
支援（補助金、助成金等）

29.9%13.9% 17.1%

顧問税理士など顧問契約を
結んでいる先からの支援

7.2%

外部の支援は
特に必要としていない

8.3%
金融機関からの金融支援
（新規借入、条件変更） 特になし

その他
1.6%

外部専門家による
経営改善支援
8.6%

営業力・専門
知識を持った
人材の不足

取引先との力関係
18.2%

長年にわたり
続く商慣習
19.6%財務内容の悪化

9.2%

取引先の経営悪化
7.6%

業界における
各種規制
9.7%

借入金の問題
（新規調達・過大な
返済負担）
15.5%

経営に関する
相談先が少ない
4.8% 特になし

その他
4.6%43.9%

52.4%
30.6%

※最大3つ選択


